[bookmark: _Hlk29204532]Ⅱ　24春闘の課題と闘いの方針
[bookmark: _Hlk29119688][bookmark: _Hlk124323602]24春闘もコロナ終息の見通しが立たたず、日本経済の激しい落ち込みが続き、実質賃金低下、景気低迷、物価高騰という極めて厳しい状況の中で闘わざるを得ません。しかしどのような状況にあろうとも、東京国公は国民要求をも正面に据えながら、私たち国家公務員労働者と国民の要求を前進させるために、2009年の春闘以来続けてきた官民共同の闘いを積極的に進める立場を堅持します。この立場が24春闘方針の基本です。

繰り返しになりますが、春闘最大の課題はなんと言っても賃金の引き上げです。私達はこの課題が容易ならざる事態にあることをまずしっかり直視する必要があります。
第一は、現実の実質賃金の低下と物価上昇の激しいしい実態。
第二は、コロナ終息が依然見通しが立っておらず、雇用の不安定化要因の拡大、消費不況の継続、円安克服の見通しのなさ等の中で、賃金引き下げ要因が全産業に亘って広がっていることです。24春闘での賃金引上げ闘争は、好むと好まざるにかかわらず、多難な闘いが余儀なくされることは言うまでもありません。

以上の厳しい情勢ですが、東京国公は、全体の賃金水準を引き上げるために、最賃と非正規問題を正面に掲げつつ、「具体的要求を具体的に闘い、具体的に実をとる春闘に！」を闘争スローガンに掲げ、職場と地域を基礎に国民との連帯を広げつつ、官民共同の闘いを軸に、旺盛な運動を展開することを呼びかけます。
各単組は、まず全職場で春闘期に所属長交渉を実施し、所属長への要求実現を迫る行動を中心に運動を強化しましょう。東京国公は各単組の職場での運動を基礎に、民間労働組合との協力・共同をさらに広げ、国民との連帯を強めながら、要求実現に向けて政府に迫る運動をいっそう発展させるよう全力を尽くしましょう！

「働き方改革」をめぐっては、賃金、労働時間、雇用条件、ハラスメント問題を含む職場環境、男女間格差、保育・教育・福祉のあり方が社会的にも大きな論点となっており、労働運動そのものの存在意義が問われているのが今日の情勢です。公務をめぐってはコロナ禍での運動により、公務の拡充が国民の生命・財産・安全・安心を守る要であることの理解が深まるという状況を一方で作り出しました。これらをチャンスととらえ、大いに打って出る姿勢を強めましょう。
諸課題を解決するために様々な困難が現実に存在しますが、東京国公のこれまでの運動をしっかり継承しつつ、24春闘勝利に向けて大いに奮闘しましょう！

[bookmark: _Hlk124334473]１　大幅賃金引上げ
24春闘も大幅な賃金引き上げが最重点課題です。政府も財界も「物価上昇を超える賃上げ」を口にせざるを得ませんが、新たに「生産性基準原理」が持ち出され、また公務職場での「能力、成果、成績」評価にもとづく賃金体系の強化を声高に叫びつつ、賃金の抑え込みに出てくることは必至です。
　このような状況の中で、私たち国家公務員の賃金を引き上げるためには、人事院をして大幅な賃金引上げ勧告を出させなければなりませんが、そのためには、春闘期に民間賃金相場を大幅に引き上げ、その結果をもって官民比較是正勧告ださせ、賃金引上げ勧告を勝ち取る立場が大事です。具体的運動の柱は以下の通りです。
１）官民共同の闘いを広げ、強化し、民間賃金相場を引き上げるために奮闘します。
２）富の再配分機能の強化するために内部留保の取り崩しや課税によりその社会への還元をめざします。大企業の社会的責任を追及する「ビクトリーマップ」を作成し、宣伝を強化します。
[bookmark: _Hlk29120984]３）「時給1,500円以上の全国一律最賃制度を早急に実現せよ」、「すべての労働者の雇用の安定と『１日8時間働けば安心して暮らせる賃金』の確立を図れ」「900万人に直接影響を及ぼす大幅賃金引上げの人事院勧告を行え」、以上の要求を掲げ、国民世論に訴えつつ、官民共同のたたかいを強化します。

[bookmark: _Hlk124334541]２　業務量に見合う増員
コロナ禍、地震・台風・豪雨など大規模な自然災害が繰り返し発生するなど、国民の生命・財産・安心・安全を守る行政の体制確保と拡充は国民的要求でもあります。職員の生活破壊・健康破壊を加速し、国民の権利保障機能をも低下させる定員削減は断じて認められるものではありません。
各単組はあらためて職場実態を当局にしっかり認識させ、業務量に見合う増員要求を労使一体で推進するたたかいを春闘期から積極的に展開しましょう。また国民の生命・財産・安全・安心を守る国の業務と国家公務員の役割を幅広く知らせる運動を、民間の仲間の支援を得ながら運動を強化し発展させましょう。
具体的には、以下４点にとりくみます。
１）「国民の安全安心を守るため、公務と国家公務員の役割」にかかわる学習集会や宣伝を強化します。
２）民間との共同を強化して宣伝を旺盛に展開します。
３）各単組の増員署名運動を相互支援で広げます。
４）SNSを積極的に活用し宣伝を強化します。
５）国家公務員増員署名の推進等議員要請を強化します。

[bookmark: _Hlk29121983]３　長時間残業の抜本改善
長時間残業・不払い残業の問題は、全ての公務職場で依然として深刻な問題です。長時間残業・不払い残業の根本は、業務量に見合った要員と超過勤務手当が確保されていないことにあります。増員要求とともに実効性のある残業縮減対策を講じさせる必要があります。
とりわけ霞が関に集中する本省庁は深刻です。2019年4月より「超過勤務の上限規制」が人事院規則に加えられましたが、霞が関に働く職員の実に74.7％が「例外指定」され、過労死ラインまで働かせられる枠組が作られるという事態も生まれました。
このような事態の抜本改善に向けて以下の行動を展開します。
１）国公職場の実態を国民に訴え、公務・公共サービス維持・向上のためにも、業務量に見合う人員増が必要であることを、官民の共同で運動を進めます。ビラやSNSを活用しての宣伝を継続して行うとともに、マスコミへの働きかけを引き続き強化します。
２）霞国公と連携し、残業改善に向けたとりくみを強化します。また、国公労連とも連携しながら、与野党国会議員との懇談に向け力を尽します。

[bookmark: _Hlk124334643]４　最賃を下回る国家公務員の初任給の改定
国家公務員の高卒初任給の低さがあらためて社会的にも問題視されています。東京の場合は別途支給される「地域手当」を加えても、23区以外は時給換算で「最低賃金割れ」になる地域となっています。
最賃問題は、全国一律最賃制度を求める自民党議連とも基本的な要求が一致するするなど、全国一律最賃制度と大幅引き上げを求める運動と世論は大きく広がっています。最賃問題を春闘の闘いの主要な柱と位置付け官民共同の積極的な闘いを展開します。

[bookmark: _Hlk124334668]５　非常勤職員の処遇と制度の抜本的な改善
国家公務員職場には約9万人を超える非常勤職員が働いています。実際の職務内容をみると、「一時的、臨時的な業務に従事」とはとても言えません。こうした実態を踏まえ、雇用の安定と均等待遇を要求の柱に、非常勤職員の労働条件大幅改善を求めて、今春闘期も運動を強化します。
具体的には、以下5点を取り組みます。
１）非常勤職員制度の抜本的な改善をめざし、職場から議論をすすめ、定員化を展望しつ
つ、年数を設定した一律の「雇い止め」や公募要件の撤廃、均等待遇、権利確立など統一的要求を確立し運動を展開します。また非常勤職員に対する様々なパワハラが起きていて、その根絶を求める声も東京国公に寄せられています。人事院や当局とも連携しその根絶を目指します。
[bookmark: _Hlk124325439]２）要求の意思統一のために加盟各単組と連携して学習会や交流会等を開催します。
３）民間との連帯・共同も強めつつ、学習・宣伝を行うとともに、人事院及び内閣人事局との交渉及び要求実現行動を実施します。
４）関係諸団体と連携しながら、政府や人事院に対する要求行動を推進します。
５）非常勤職員の劣悪な待遇実態を改善するため、最低賃金改善、公契約条例（法）制定、公務員賃金改善など「社会的な賃金闘争」のとりくみや、社会保障の拡充、生活保護制度の改善など格差と貧困を解消する地域からのとりくみにも積極的に参加します。

以上無期雇用転換問題や「同一労働同一賃金」の学習の強化も進めながら、各県労連等の諸団体などとの共同した運動も積極的に展開します。

[bookmark: _Hlk124334738]６　貧困と格差をなくし、労働者・国民生活を守る
構造「改革」路線によってもたらされた貧困と格差が、「リーマンショック」以来の「経済危機」や「経済不況」、さらに東日本大震災や東京電力福島第一原発事故、そして何よりもアベノミクス、さらにコロナ禍によっていっそう広がっています。
格差と貧困をなくし、国民生活擁護のために、①時給1,500円以上の全国一律最賃制度の確立、②労働者派遣法の全面見直しと同一労働同一賃金など均等待遇の確立、③最低保障年金制度の新設、④消費税5％への引き下げ、⑤医療・社会保障制度の充実、⑥後期高齢者医療制度の即時撤廃、⑦雇用対策の充実、⑧定率減税の復活や国民向け減税制度の拡充等々の要求を掲げ、民間労働者や国民と連帯した運動を積極的に展開します。

[bookmark: _Hlk124334757][bookmark: _Hlk91402109]７　不当解雇撤回・不当労働行為撤廃闘争
　コロナ禍の2年間、解雇や不当労働行為が顕著に増加しています。労働組合潰しを狙っ
たハンセン病資料館での解雇が発生し（和解が昨年成立）、また「成績不良」を理由とした国税での分限免職（解雇）など公務の職場でも相次ました。民間も含む全ての不当解雇撤回、不当労働行為撤廃闘争を可能な限り支援し、闘います。

[bookmark: _Hlk91401830]８　憲法改悪を阻止し平和と民主主義を守る
安倍政権下で、憲法9条の解釈改憲で日本を「戦争する国」に変えるため暴走を続けてきましたが、岸田政権下でも改憲姿勢を鮮明にしています。私たちは、憲法第99条で「憲法尊重擁護の義務」を負う公務労働者としての責任を改めて自覚し、職場・地域から憲法擁護運動を強め、「戦争法」を廃止に追い込むために全ての「戦争」反対勢力と連帯し闘うことを、今春闘期も推進します。
１）「戦争法」を廃止に追い込むためのあらゆる行動に可能な限り参加し、関係諸団体と共同しながら独自の行動も提起し闘います。毎月19日に実施する国会前行動等には、加盟各単組にも強力に呼びかけるとともに、積極的に参加します。
２）「9の日」宣伝、核兵器廃絶に向けた国民平和大行進や原水禁大会、5・3憲法集会等々の諸行動に対して積極的にとりくみ、力を尽くします。
３）憲法改悪阻止、国民主権、立憲主義を守るの一致点での共同行動を強め、各種集会、行動等に積極的に参加します。

[bookmark: _Hlk124334865][bookmark: _Hlk29208104]Ⅲ　組織強化・拡大方針
　春闘期は、組織の拡大・強化にも力を尽くしましょう！

（１）組合員の要求実現のために、組織強化・拡大は不可欠です。そのためには各単組が組織強化拡大を最重要課題と位置づけ、春闘時の目標を設定しその達成のために奮闘しましょう。

[bookmark: _Hlk124331766][bookmark: _Hlk29634398]（２）未加入者・再任用・非常勤職員等の組織化のとりくみを積極的に実践しましょう。春闘後段の４月は、人の入れ替わりが多い時期であり、労働組合への加入拡大運動が重要となっています。再任用者についても、早い段階からその情報をつかむとともに、組合に加入いただいていた方には継続加入を、未加入の方には再任用職員の要求実現にむけたたたかいを訴えつつ、組合に迎え入れましょう。
非常勤職員は今や職場になくてはならない存在であり、労働条件の改善闘争を説明し組合加入を訴えましょう。未加入の方については、その方の要求を友人、知人、同僚など身近な組合員から聞き取り、組合加入の声掛けを粘り強く行いましょう。

（３）次代を担う青年を特別に重視し、組織拡大の取り組みを強化しましょう。青年との対話活動をベースに、春闘時期にもレクリエーション企画も重視しつつ、まずは労働組合を知っていただく活動を実行しましょう。要求や悩みを聞きながらその解決のために労働組合に加入し、共に行動することを呼び掛けましょう。


[bookmark: _Hlk124334900]Ⅳ　24春闘期の官民共同行動方針
春闘期は、情勢が極めて厳しく、一方で国民的視点に立った運動が求められて
おり、あらゆる分野で、官民共同行動実行委員会との共同を軸に運動を展開し
ます。
１、基本行動　
（１）春闘期はこれまで同様、４回～５回の統一行動を設定し取り組みを実施します。
　　①第一段階は宣伝重視の行動。宣伝では、争議支援、全国一律最賃制度の確立と最賃引き上げ（時給1500円）、「大企業は内部留保をはき出せ」、富裕層・大企業優遇の税制の改革、ジェンダー平等の確立公務員の増員賃金引上げ・労働基本権回復、公務公共サービスの拡充等の宣伝を実施します。また虎ノ門・内幸町、銀座・有楽町版ビクトリーマップを可能な限り作成を宣伝します。都民的課題となっているコロナ禍で崩壊しつつある医療体制の維持拡大に向けた宣伝します。
　　　　争議の点では民事法務労組支援、ＩＢＭ、ワット計器、国公の分限解雇（国税）等、解雇撤回、不当労働行為撤廃等々を迫る宣伝を展開します。

[bookmark: _Hlk91489962][bookmark: _Hlk92445216]【日程検討】第一弾は１月中下旬（非正規問題・解雇闘争・パワハラ問題）、その後は２月上旬（最賃、内部留保、賃金＝公務、霞が関残業、争議関係も含む等）と３月上旬（最賃、内部留保、賃金＝公務も含む等）に霞が関を中心に、第二弾、第三弾と継続的に実施。

　②霞が関デモをメイン行動とし、宣伝行動の他、各省交渉、（可能な限り国会議員要請を配置したい）を実施します。経営者との懇談や交渉には公務労働者も加わり闘いを強化します。
【日程検討】3月下旬4月上旬に設定

　③第三段階はＪＭＩＴＵ総行動に呼応し、東京春闘共闘とも歩調を合わせた行動を展開します。

（２）春闘期間に今日の経済情勢に合わせた学習会を実施。
（いくつかの提起）
1 争議交流・学習
2 最賃問題（最賃闘争の意義と課題）
3 「霞が関千夜一夜物語」（霞が関の職場紹介）
4 今日のマスコミ「体制翼賛的報道をどう見るか」
5 最近の異常気象をどう見るか　　
6 コロナ禍の日本の製造業　　
7 日本経済の検証（政府統計から検証する） 
8 非正規労働者の実態　　　　　　＊4～5名の非正規労働者からの報告を受け論議
9 解雇、不当労働行為撤回の闘交流会

【日程は検討】2月、3月、4月の間にZOOMを主体に実施。

２、その他　
逐次合意の上行動配置
1

